























4.1 積極的な国際展開―A 社、B 社― 
4.2 新規顧客の開拓と国内連携―C 社、D 社― 
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2002 年 事業所数 従業者数（人） 製造品出荷額（百万円）
食料品(%) 248（20） 7,890（20） 11,450.623（11）
飲料・たばこ・飼料(%) 38（3） 735（2） 11,463.383（11）
衣服(%) 149（12） 4,445（11） 3,492.983（3）
パルプ・紙(%) 57（5） 1,908（5） 8,658.174（8）
金属(%) 76（6） 1,972（5） 2,883.112（3）
一般機械(%) 78（6） 1,999（5） 3,840.020（4）
電気機械(%) 104（8） 4,172（10） 10,514.807（10）
情報通信機械(%) 29（2） 1,861（5） 9,623.398（9）
電子部品・デバイス(%) 87（7） 8,211（20） 29,676.629（29）
製造業計 1,252（100） 40,172（100） 102,581.478（100）
出所：「鳥取県の工業」平成 14 年工業統計調査結果報告書（鳥取県：2004）




表 1 で示したように、2002 年の製造業事業所数は 1,252、従業員数は 40,172 名である。









図 1は 1960年代から 2004年にかけて鳥取県に誘致された企業件数を業種別に示したも
のである。まず、全体の誘致企業数を見てみると、60 年代は 82 件、70 年代は 26 件、80
年代は 72 件、90 年代は 55 件、2000 年以降では 4 件であり、累計で 235 件の企業が誘致
されたことになる4。全体として 60 年代と 80 年代にそれぞれピークがあり、90 年代以降、
企業誘致件数は激減していることが分かる。業種別に見てみると、60 年代の誘致企業の多
くは衣服加工関連の企業であった。60 年代後半になると電機、金属製品の企業誘致が進ん
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このように、鳥取県の企業誘致を概観すると、衣服加工業から電機・電子産業へのシフ




















鳥取三洋電機の協力企業としては、1966 年 11 月に京阪神から８社が進出してきたという。
こうした協力会社の進出を受けて、鳥三共栄会協同組合と呼ばれる協力会組織が鳥取三洋
電機常務の発案により 1970 年 5 月に設立された。このように、鳥取県内の電機・電子産








は、1992 年から 2002 年までの鳥取県電機・電子産業における従業者規模別事業所数の推




























1992 84 70 46 76 26 11 313
1993 79 65 42 76 24 11 297
1994 71 67 44 73 27 11 293
1995 67 67 33 76 26 12 281
1996 72 64 38 79 23 12 288
1997 67 56 44 66 23 13 269
1998 75 54 38 61 25 13 266
1999 79 52 34 62 24 14 265
2000 61 48 33 61 26 14 243
2001 55 52 30 59 18 13 227






前身である振興組織は 1990 年代初めに設立されている。東部地域を中心として 19 社が会










7 聞き取り調査の年月日と応対者は次の通りである。A 社：2004 年 11 月 26 日；常務取締役管理部長。
B 社：2005 年 11 月 15 日；総務部長、総務課主任。C 社：2004 年 12 月 16 日；代表取締役社長、総務
財務部門統括常務取締役。D 社：2005 年 12 月 8 日；総務課課長。E 社：2004 年 12 月 6 日；代表取締
役社長。F 社：2004 年 12 月 10 日；代表取締役社長。
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表 3 調査対象事例企業の概要
A 社 B 社 C 社 D 社 E 社 F 社
設立 1965 年 1974 年 1969 年 1987 年 1967 年 1985 年
資本金 3,000 万円 N.A 4,680 万円 1,382 万円 3 億 2,562 万円 N.A 
売上高
（2003 年）
16 億円 N.A 72 億円 3 億 3,182 万円
（2004 年）
15 億円 N.A 
従業員数 105 名 240 名 140 名 95 名 77 名 130 名
























A 社は 7 年前から中国人研修生の受け入れを始めており、現在、上海地区出身の 30 名













B 社は元請企業の協力工場として 1974 年に設立された。元請企業グループのスイッチ
事業は、近年、後発メーカーの台頭によってシェアを奪われている。同グループには山陰
























従業員数は 140 名であり、そのうち 100 名は関連会社の社員である。男女比は 5：9 で
女性の方が多い。生産ラインの日本人従業員の平均年齢は、47～48 歳である。当社でも中






















調査時点で月産 30 台の計算機を生産していた。これまでの生産ラインでは、20 名から 25
名の作業者が張り付いたラインが前提となっており、常に大ロットの受注（同一商品を 500









体で 95 名であり、そのうち男性の正社員が 17 名、女性の正社員が 18 名であり、パート
















ステムの改善に傾注してきたからに他ならない。D 社では 20～30 工程を一人で担当でき









E 社は、大手電機メーカーの協力工場として 1967 年に設立された。主要事業はエアコ
ンや冷蔵庫、除湿器などに使われるモーターの巻線加工である。巻線工場の従業員数は 77
名であり、そのうち正社員が 50 名、アルバイトが 17 名、人材派遣が 10 名となっている。
男女比は 3：2 である。人材派遣は 2000 年頃から受け入れており、派遣会社数は 2、3 社




























F 社は、大手電機メーカーの協力工場として 1985 年に設立された。同社の売上高のう
ち、巻線抵抗器が占める割合が 50％、モーター加工が 50％となっている。最大の転機は
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の削減を求められた。元請企業の協力会には 20 社ほどが参加していた。そのうち、F 社
と競合するモーター完成品メーカーは 5 社ほどであるが、現在も存続しているのは 2 社の
みであるという。従業員数は主力工場の 80 名のうち、60 名は日本人、20 名は中国人実習
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